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z1300190

焼却施設からの
ダイオキシン排
出量測定方法の
見直し（排ガス
中CO濃度100ppm
以下の連続監視
に関して）

廃棄物の処理及
び清掃に関する
法律第８条の
３、第１５条の
２の２、同法施
行規則第４条の
５二のル及び
ヲ、第１２条の
７第５項

一般廃棄物及び産業廃棄
物の焼却施設は、煙突か
ら排出される排ガス中の
一酸化炭素の濃度が１０
０万分の１００以下とな
るようにごみを焼却する
こととなっており、煙突
から排出される排ガス中
の一酸化炭素の濃度を連
続的に測定し、かつ、記
録する必要がある。

c

ＴＯＸ計については、ダ
イオキシン類の排出を連
続的に関するための測定
機器として、現在、開発
が進められているものと
承知しているが、分子量
の大きい前駆物質が測定
しにくい等の問題点があ
り、ダイオキシン類濃度
との相関関係が科学的に
実証されている状況にな
いことから、現時点でＣ
Ｏ計に替えて採用するこ
とは適切ではないと考え
る。

要望者は、CO計だけでな
くTOX計での連続測定管理
もダイオキシン類の排出
を連続的に測定・管理す
るための選択肢に含める
ことを求めている。ま
た、学会において、前駆
物質の連続測定装置にお
ける測定値の再現性は実
証されており、かつダイ
オキシン濃度との相関性
も高いことが確認されて
いる。この点を踏まえ、
①具体的な対応策を改め
て検討され、示された
い。
②上記①を踏まえた実施
時期について、その時期
となる理由を含め具体的
に示されたい。

c

学会において、前駆物質
の連続測定装置における
測定値の再現性は実証さ
れており、かつダイオキ
シン濃度との相関性も高
いことが確認されている
と断定されているが、そ
の内容についての説明が
なく、判断できない。

ＴＯＸ計の実用性に関す
る情報がさらに蓄積され
れば、ダイオキシン類の
連続測定機器としてＣＯ
計に代えて採用すること
があり得るのか具体的に
検討されたい。

5102 5102350
(社)日本経済
団体連合会 35

焼却施設からの
ダイオキシン排
出量測定方法の
見直し（排ガス
中CO濃度100ppm
以下の連続監視
に関して）

ダイオキシン排出量の測
定に関して、排ガス中の
一酸化炭素濃度管理のみ
ならず、TOX(ダイオキシ
ンの前駆体)計での連続測
定管理を採用することが
できるよう認めるべきで
ある。

環境省

z1300120
温泉利用の許可
単位の見直し 温泉法第１３条

温泉法第１３条では「温
泉を公共の浴用又は飲用
に供する者は、環境省令
に定めるところにより、
都道府県知事に申請して
その許可を受けなければ
ならない。」とされてお
り、許可の単位は原則と
して、浴槽、蛇口又はこ
れに類する施設毎とされ
ている。

c －

  温泉法第１３条に基づ
く温泉利用許可は自治事
務であり、その趣旨は、
温泉が種々の成分を含有
しているため、中には、
人体に有害なものも皆無
ではなく、また、用法に
よっては人体に害を与え
るものも少なくないこと
から、温泉の適正な利用
を確保するため、公共の
浴用又は飲用に供するに
あたり、都道府県知事の
許可を受けることとして
いるものである。
　上記を受けて、環境省
は、許可の単位につい
て、「原則として、浴
槽、蛇口又はこれに類す
る施設毎」であるが、
「許可の単位は、各施設
毎にそれぞれ個別に検討
する必要があるか否かに
よって決せられるもので
ある。」との技術的助言
を行っているところであ
り、これを参考にしつ
つ、県において適切な運
用が図られるものと考え
ている。

回答では、温泉利用の許
可は自治事務であるた
め、環境省としての対応
は困難とされているが、
①要望内容は温泉利用の
許可単位の基準の明確化
を求めるものであり、温
泉法を所管する環境省に
おいて当該基準を地方公
共団体に示すことは可能
と考える。この点につい
て具体的な対応策を改め
て検討され、示された
い。
②上記①を踏まえた実施
時期について、その時期
となる理由を含め具体的
に示されたい。

c

一般的に温泉利用施設
は、多様な温泉の成分や
温度、温泉利用に関する
地域固有の慣習、利用客
の嗜好等を反映し、施設
毎に独自の規模・構造を
有しており、同一のもの
はないことから、温泉利
用許可にあたっては、こ
うした多様な施設に対し
個別の判断が必要となる
ため、温泉利用許可の単
位について統一的な基準
を定めることは困難であ
る。

温泉利用の許可単位につ
いて、例えば、許可権者
である都道府県の個々の
疑義に対する回答をまと
め広く周知すること等の
措置を講ずることはでき
ないか。こうした点を含
め、改めて具体的な対応
策及び実施時期について
見解を示されたい。

5050 5050020 富山県 2

温泉を利用しよ
うとする際に必
要な許可単位に
ついては、原
則、浴槽単位の
ところを施設単
位でよいものと
する。

温泉利用の許可単位は、
原則として、浴槽、蛇口
又はこれに類する施設毎
とされている一方で、各
施設相互間に成分の差異
が認められないときに
は、２以上の施設を一括
して許可しても差し支え
ないとされているが、一
括許可には、曖昧な点が
多い。
施設単位でよいものと明
確化を図っていただきた
い。(技術的指導といいな
がら実態は強制的であ
る。）

環境省
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